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本日の説明内容

■ トップレベル事業所等の認定について

１．トップレベル事業所の全体概要

２．優良特定地球温暖化対策事業所の認定基準

３．優良特定地球温暖化対策事業所の認定に係る手続き

４．地球温暖化対策推進状況評価書等の概要

５．評価書等の作成方法

６．認定基準、認定ガイドライン、検証ガイドラインの主な改正内容
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１．トップレベル事業所の全体概要
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総量削減義務と排出量取引制度における
優良特定地球温暖化対策事業所の位置づけ

●「優良特定地球温暖化対策事業所」とは、
｢地球温暖化の対策の推進の程度が特に優れた事業所（優良特定地球温暖

化対策事業所）」として、認定基準に適合すると知事が認めたとき、当該対象
事業所の削減義務率を地球温暖化の対策の推進の程度に応じて軽減す
る仕組み

※認定年度から当該年度が属する削減義

務期間の終了年度まで

優良特定地球温暖化対策事業所の認定効果

区 分
削減義務率

（第三計画期間）
トップレベル

事業所
準トップレベル

事業所

Ⅰ-1
オフィスビル等と地域冷暖房施設
（「区分Ⅰ-2」に該当するものを除く。）

２７％ １３．５％ ２０．２５％

Ⅰ-2
オフィスビル等のうち、他人から供給された熱
に係るエネルギーを多く利用している事業所

２５％ １２．５％ １８．７５％

Ⅱ
区分Ⅰ-1、区分Ⅰ-2以外の事業所
（工場等）

２５％ １２．５％ １８．７５％

１／２ ３／４削減義務率
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トップレベル事業所等の要件

トップレベル事業所の要件

 総合得点が８０.０点以上であること

 必須項目について、不合格要件に該当するものの数が１つもないこと

準トップレベル事業所の要件

 総合得点が７０.０点以上であること

 （最も古い建物の竣工年度が平成25年度（2013年度）以降の認定申
請事業所）必須項目について、不合格要件に該当するものの数が２以
内であること

 （最も古い建物の竣工年度が平成24年度（2012年度）以前の認定申
請事業所）必須項目について、不合格要件に該当するものの数が４以
内であること

地球温暖化の対策の推進の程度は、特定地球温暖化対策事業所の全体を
一括して判断する



●トップレベル認定の事業所が、削減義務率の緩和を受ける期間は、認定された年度が属す
る計画期間終了年度まで

●認定継続中の事業所が第3計画期間に取得し直した場合には、その取得年から第3計画期
間の終了年度まで継続

※ 基準に適合しなくなった場合は、いずれの例も、取消通知のあった年度まで

期間 第２計画期間 第３計画期間

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

例①：２期認定
認定

例②：３期認定
認定

例③：２期に認
定レベル変更

認定 準ﾄｯﾌﾟ ﾄｯﾌﾟ ﾄｯﾌﾟ ﾄｯﾌﾟ

例④：認定継続
中３期に認定 認定 準ﾄｯﾌﾟ 準ﾄｯﾌﾟ 準ﾄｯﾌﾟ ﾄｯﾌﾟ ﾄｯﾌﾟ ﾄｯﾌﾟ ﾄｯﾌﾟ

例⑤：基準に不
適合になった 認定 取消通知 再認定

第２期計画期間の認定が5年継続
認定継続の場合は、

再申請が必要

第３期終了年度まで

基準に適合しなくなった場合は、取消通知のあった年度まで

認定レベル等の変更の場合は、当初認定後5年間、認定継続

４ トップレベルの認定効果の適用期間
5

第3計画期間に、認定を取直す場合は、当初認定年度に関係なく３期終了年度まで有効

認定

認定
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トップレベル事業所等に係る基準等の全体像

優良特定地球温暖化対策事業所の
認定基準（第一区分事業所）

優良特定地球温暖化対策事業所の
認定ガイドライン（第一区分事業所）

第１号様式：地球温暖化対策推進状況評価書（第一区分事業所）
１．地球温暖化対策推進状況評価ツール（第一区分事業所）
２．地球温暖化対策推進状況評価ツール（第一区分事業所）

【複数エネルギー管理責任者用】

第２号様式：地球温暖化対策推進状況に係る調書（第一区分事業所）
３．地球温暖化対策推進状況に係る調書作成用シート

根拠書類等
認定ガイドライン

 認定基準における各評価項目の取組状況の把握方法に関する指針

 認定に係る手続き、評価書の作成方法について、事業者側の視点から、認定申請の手順、登録検
証機関の検証ポイントを記載

 取組状況の程度の選択及び評価点の算定に用いる数量の把握について、詳細な方法と検証の考え
方を記載したもの

自動計算・自動入力
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２．優良特定地球温暖化対策事業所の
認定基準
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ア. 登録検証機関による検証の結果が「適合」で、検証方法が適正であるこ
と、又は、検証の結果が「都と要協議」であるが、協議の結果、「適合」に
相当するものと認められること。

イ. トップレベル審査委員会において、各委員からの意見に基づき知事が適
正と判断できること。

ウ. 認定水準を満足していること。

エ. 省エネ法の「工場又は事業場におけるエネルギーの使用の合理化に関
する事業者の判断の基準」の規定により管理標準を設定し、それに基づ
きエネルギーの使用の合理化に係る調整、計測・記録、保守・点検等を
適切に行っていること。

認定基準 P1,2

トップレベル事業所等の認定

認定申請事業所が次の事項をすべて満足するとき、トップレ
ベル事業所等に認定する。
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認定基準 P2

評価項目

評価項目 ・・・認定基準 別表第１(P8～)

評価分類

評価項目は、重要度や難易度等を考慮して以下に分類
•必須項目・・・全ての認定申請事業所において評価の対象、

トップレベル事業所等が必ず取り組むべきもの
•一般項目・・・全ての認定申請事業所において評価の対象、

トップレベル事業所等が優先的に取り組むべきもの
•加点項目・・・認定申請事業所において、取組を行っているとき、

評価の対象とするもの

評価項目の区分
事務所等 熱供給施設

必須項目 一般項目 加点項目 必須項目 一般項目 加点項目

Ⅰ 一般管理事項
（推進体制、コミッショニングなど）

15 5 3 17 2 3

Ⅱ 建物及び設備性能に関する事項
（建物及び設備の省エネ性能）

22 41 50 13 34 39

Ⅲ 事業所及び設備の運用に関する事項
（運用管理、保守管理）

13 51 10 10 40 10

小計 50 97 63 40 76 52

計（必須＋一般） 210（147） 168（116）

（第一区分）

緩和なしの場合



10
認定基準 P3

トップレベル事業所等の必須要件

 ３ａ．１高効率熱源機器の導入
設置年度が１９９５年度より前又は２０１２年度より後の熱源機器を1台で
も使用している場合であって、全ての熱源機器の定格ＣＯＰ又はボイ
ラー効率が、熱源機種に応じて別表第２の表３．３又は表３．４の水準の
欄に掲げる数値未満であること。

「3a.1高効率熱源機器の導入」、「3c.1高効率照明器具の導入」
において、不合格になる場合

 ３ｃ．１高効率照明器具の導入
評価点が０点であること又は対象となる主たる室用途ごとの最も消費電
力の大きい主たるランプの種類の水準について、別表第２の表７．１の係
数の欄に掲げる数値が０．９未満であること。

（第一区分）
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既築事業所、事業所用途等に
関する緩和措置

既築事業所

最も新しい建物の竣工年度に応じた緩和措置を設定

評価項目「コミッショニングの実施」や「外気冷房システムの導入」などについ
て、最も新しい建物の竣工年度が2012年度以前の場合は評価分類を「加点
項目」に緩和

設備の設置年度に応じた緩和措置を設定

 評価項目「高効率熱源機器の導入」は、設備の設置年度が1995年度か
ら2012年度までの場合は評価分類を「必須項目」から「一般項目」に緩和

 2013年度（変圧器については2008年度）以降に更新又は増設をした高
効率設備が存在する場合であって、その設備の割合が50%未満のときは、
評価分類を変更する。

事業所用途

 テナントビル、宿泊施設、医療施設、熱供給施設、情報通信施設及び
物流施設には緩和措置を設定

（第一区分）



認定基準 P3,4

総合得点の計算方法

総合得点

総合得点＝基礎得点＋加点項目の得点

基礎得点＝必須項目の得点＋一般項目の得点＝１００点

加点項目の合計点数は、２０.０点を上限

配 点

基礎得点１００点の配点

Ⅰ 一般管理事項：１０点

Ⅱ 建物及び設備性能に関する事項：６０点

Ⅲ 事業所及び設備の運用に関する事項：３０点
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「一般管理事項」、「事業所及び設備の運用に関する事項」を重視



認定基準 P4

各評価項目の得点

各評価項目の得点

各評価項目は、取組状況に応じて1点から0点の間で評価点
を付す

評価項目の得点＝評価点×重み係数

13

評価点

各評価項目の評価点は、取組状況の程度に応じて別表第2
の評価点の欄に掲げる点数又は同欄に掲げる方法により
算定した数値とする。

取組状況の程度の選択及び評価点の算定に用いる数量の
把握は、別表第２の備考に掲げる方法等及び認定ガイドラ
インに基づき行う。
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認定基準 P4

重み係数

重み係数＝Ｋ１×Ｋ２×Ｋ３×Ｋ４×Ｋ５
Ｋ１ Ⅰ 一般管理事項：要求事項の配分比率

Ⅱ 性能に関する事項・Ⅲ 運用に関する事項：エネルギー消費先比率
Ｋ２ Ⅰ 一般管理事項：要求事項内の配分比率

Ⅱ 性能に関する事項・Ⅲ 運用に関する事項：省エネ率
Ｋ３ 用途補正係数（第一区分のみ）
Ｋ４（第一区分）、Ｋ３（第二区分） 適用範囲補正係数
Ｋ５（第一区分）、Ｋ４（第二区分） 得点換算係数

「重み係数」設定の考え方

エネルギー使用量が大きい設備の評価項目は得点が大きい。
設備のエネルギー消費量の大小に応じて得点

省エネ効果が大きい評価項目は、得点が大きい。
対策の省エネルギー効果の程度に応じて得点

比較的省エネ率の小さい「事業所及び設備の運用に関する
事項」の評価項目でも、総合得点への影響が大きい。
「Ⅲ 設備及び事業所の運用に関する事項」を重視した配点
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認定基準 P6,7(第一区分) P7,8（第二区分）

複数のエネルギー管理責任者が存在する場合の措置

地球温暖化対策の推進の程度は、事業所全体を一括して把
握する

以下のすべての条件を満たす場合、複数エネルギー管理責
任者の総合得点の算定方法を適用できる。

① 複数のエネルギー管理責任者が存在する場合

② 評価項目の取組状況の一括した把握が難しい場合

③ エネルギー管理責任者ごとのエネルギー管理区分の範
囲及びエネルギー管理区分ごとのエネルギー使用量が
明確に区別できる場合

熱源・熱搬送設備又は給排水設備を共用しているときは、そ
の部分に評価ツール（複数管理者用）を使用することはでき
ない（認定ガイドラインp46）



認定基準

評価対象の設備

例．工場における評価対象の設備（イメージ）
共通設備（ユーティリティ設備、建築設備）と生産プロセスの工場全般が評価の対象
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[生産・プラント・特殊設備]

排水処理

(汚水)

冷却塔

（ 冷却水）

特殊排気

（VOC、悪臭）

エアコンプレッサー

（圧縮空気）

ボイラ

（蒸気）

熱源

（冷温水、給湯）

ブロワ 、ファン

ポンプ

受変電

（電気）

CGS

(電気､排熱)

空気

特殊空調設備
（クリーンルーム等）

[建築設備] 建屋空調、換気

設備、照明設備、昇降機

建屋

燃焼設備

通風装置

上水・井水

(給水、冷却水)

純水装置

（純水）

加熱設備、

電動力応用設備

[ユーティリティ設備等]

（第二区分）



認定基準 P2,3

評価項目の区分

『Ⅱ設備及び建物の性能に関する事項』と『Ⅲ設備及び事業所の
運用に関する事項』の評価項目は、「全事業所共通の評価項目」
と「事業所用途ごとの評価項目」に分類。
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Ⅰ 一般管理事項 Ⅱ 設備及び建物の性
能に関する事項

Ⅲ 設備及び事業所の
運用に関する事項

各事業所
共通

ユーティリティ設備等に関する評価項目
（ﾕｰﾃｨﾘﾃｨ設備、建築設備、建物、再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ・未利用ｴﾈﾙｷﾞｰ）

生産・プラント・特殊設備に関する評価項目

上水道施設に関する評価項目

下水道施設に関する評価項目

廃棄物処理施設に関する評価項目

全事業所共通

事業所用途
により
評価項目を
選択

（第二区分）



認定基準 P9～22 別表第１

評価項目の区分
Ⅱ 設備及び建物の性能に関する事項

1.ユーティリティ設備等の省エネルギー性能

a. 蒸気供給設備

b. 熱源・熱搬送設備、冷却設備

c. コージェネレーション設備

d. 受変電設備、配電設備

e. 圧縮空気供給設備

f. 給排水・給湯設備、排水処理設備

2.建築設備の省エネルギー性能

a. 空調・換気設備

b. 照明設備

c. 衛生設備

d. 昇降機設備

e. その他

3.建物の省エネルギー性能

a. 建物外皮

b. 自然エネルギーの利用

4.再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ・未利用ｴﾈﾙｷﾞｰ

Ⅲ 設備及び事業所の運用に関する事項

1.ユーティリティ設備等の運用管理

2.ユーティリティ設備等の保守管理

3.建築設備の運用管理

4.建築設備の保守管理

Ⅱ 設備及び建物の性能に関する事項

5.生産・プラント・特殊設備の省エネルギー性
能

a.燃料の燃焼

b.加熱及び冷却並びに伝熱の性能

c.排熱回収

d.断熱・保温

e.電動力応用設備・電気加熱設備

f.特殊空調設備

g.特殊排気設備

h.純水供給設備

i. 場内輸送設備

j.追加評価事項

Ⅲ 設備及び事業所の運用に関する事項

5.生産・プラント・特殊設備の運用管理

6.生産・プラント・特殊設備の保守管理

Ⅱ 設備及び建物の性能に関する事項

5.上水道施設の省エネルギー性能

a.共通

b.取水・導水工程

c.沈殿・ろ過工程

d.高度浄水工程

e.排水処理工程

Ⅲ 設備及び事業所の運用に関する事項

5.上水道施設の運用管理

6.上水道施設の保守管理

Ⅱ 設備及び建物の性能に関する事項

5.廃棄物処理施設の省エネルギー性能

a.前処理工程

b.熱処理工程

c.後処理工程

Ⅲ 設備及び事業所の運用に関する事項

5.廃棄物処理施設の運用管理

6.廃棄物処理施設の保守管理

Ⅱ 設備及び建物の性能に関する事項

5.下水道施設の省エネルギー性能

a.前処理工程

b.水処理工程

c.汚泥処理工程

d.汚泥焼却工程

Ⅲ 設備及び事業所の運用に関する事項

5.下水道施設の運用管理

6.下水道施設の保守管理

18

（第二区分）



認定基準 P2, 3

評価項目

評価項目 ・・・認定基準 別表第１(P9～)

評価分類
評価項目は、重要度や難易度等を考慮して以下に分類

• 必須項目・・・すべての認定申請事業所において評価の対象、
トップレベル事業所等が必ず取り組むべきもの

• 一般項目・・・すべての認定申請事業所において評価の対象、
トップレベル事業所等が優先的に取り組むべきもの

• 加点項目・・・認定申請事業所において、取組を行っているとき、
評価の対象とするもの

19

評価区分
工場他 上水道施設 下水道施設 廃棄物処理施設

必須 一般 加点 必須 一般 加点 必須 一般 加点 必須 一般 加点

Ⅰ 一般管理事項 17 4 2 17 4 2 17 4 2 17 4 2

Ⅱ 建物及び設備性能に
関する事項

12 54 132 11 31 100 15 44 101 13 33 105

Ⅲ 事業所及び設備の運
用に関する事項

32 49 50 22 40 32 22 39 35 23 33 32

小計 61 107 184 50 75 134 54 87 138 53 70 139

計（必須＋一般） 352（168） 259（125） 279（141） 264（125）

（第二区分）



認定基準 P3

トップレベル事業所等の必須要件

 １ａ．１高効率蒸気ボイラーの導入
設置年度が１９９５年度より前又は２０１２年度より後の蒸気ボイラーを1台で
も使用している場合であって、全ての蒸気ボイラーのボイラー効率が、ボイ
ラー機種に応じて別表第2の表1.3の水準の欄に掲げる数値未満であること

 １ｂ．１高効率熱源機器の導入
設置年度が１９９５年度より前又は２０１２年度より後の熱源機器を1台でも使
用している場合であって、全ての熱源機器の定格ＣＯＰ又はボイラー効率が、
熱源機種に応じて別表第2の表2.3又は表2.4の水準の欄に掲げる数値未満
であること

「1a.1高効率蒸気ボイラーの導入」、「1b.1高効率熱源機器の
導入」において、不合格になる場合

20

（第二区分）



認定基準 P9～22 別表第１

既存事業所に関する緩和措置

設備の設置年度に応じた緩和措置を設定

以下の高効率機器の導入に関する評価項目は、使用年数等を考慮し、設備の設

置年度によって評価分類を「必須項目」から「一般項目」に緩和

Ⅱ1a.1高効率蒸気ボイラーの導入

Ⅱ1b.1高効率熱源機器の導入

→事業所内の当該設備（蒸気ボイラー、熱源機器）において、すべての設置
年が1995年度から2012年度までの場合は一般項目とする。

Ⅱ1d.1高効率変圧器の導入

→全ての変圧器の設置年度が1985年度以降で、かつ2008年度以降設置
の設備の割合が50％未満の場合は一般項目とする。

Ⅱ1e.1高効率エアコンプレッサーの導入

→ 全てのエアコンプレッサーの設置年度が1995年度以降で、かつ2013年
度以降設置の設備の割合が50％未満の場合は一般項目とする。
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（第二区分）



認定基準 P67 別表第５

エネルギー消費先区分
ｴﾈﾙｷﾞｰ消費先区分

区 分 細 目

ユーティリテ
ィ設備等

蒸気供給

熱 源

冷却塔

熱搬送

コージェネ

受変電

圧縮空気

給排水

給 湯

排水処理

建築
設備

一般ﾊﾟｯｹｰｼﾞ空調

一般空調機

換 気

照 明

昇降機

コンセント

厨 房

ｴﾈﾙｷﾞｰ消費先区分

区 分 細 目

生産・プラント
・特殊設備

燃料燃焼

熱利用

電動力応用

電気加熱

特殊ﾊﾟｯｹｰｼﾞ空調

特殊空調機

冷凍・冷蔵

特殊排気

純水供給

輸 送

ｴﾈﾙｷﾞｰ消費先区分

区 分 細 目

上水道
施設

取水・導水

沈 殿

ろ 過

高度浄水

汚泥濃縮

汚泥脱水

送水・配水

下水道
施設

主ポンプ

沈殿池

反応タンク

高度処理

汚泥濃縮

汚泥消化

汚泥脱水

汚泥焼却

廃棄物処
理施設

乾 燥

受入供給

燃 焼

灰溶融

ガス冷却

通 風

排ガス処理

灰出し
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（第二区分）



認定ガイドライン P52～55

エネルギー使用量の考え方

省エネ法のエネルギー管理指定工場の現地調査に用いられる
総括表と同様に、事業所の全エネルギー使用量はグロス
（個々の設備による使用量実績の積み上げ）で集計する。
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電力会社 

E(千 kWh) ボイラー 
補機 

燃料 

（ガス、重油等） 

B(GJ) 

パッケージ 
エアコン 

給湯器 

 

 

 

空気調和機 

ボイラー 

E1 

B0 

蒸気吸収式冷凍機 
COP:C1 

ターボ冷凍機 
COP:C2 

冷凍機補機 

E2 

E3 R2 冷水 

R1 冷水 

B3 蒸気 

B4 蒸気 

E6 

E4 

自家発 

発電電力 EG 

発電機補機 

E5 

B2 蒸気 

G0 

B1 蒸気 

熱：B0+B2+B3+B4+R1+R2+G0

電気：E1+E2+E3+E4+E5+E6

（第二区分）
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３．優良特定地球温暖化対策事業所の認定
に係る手続き
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トップレベル事業所等の認定の流れ（概要）

初年度
（申請年度）

認定申請

対象事業所において、認定
基準に適合すると判断した
年度に申請

（登録検証機関の検
証結果を添付）

都による認定

（トップレベル審査委員会の意見も踏
まえ、認定基準に適合すると認めたと
き）

「削減義務率の軽減」は、
原則、申請年度から

計画期間中有効※1

※1 第二計画期間中に認定された事業者は、申請年度から5年間有効
（ 2年度目以降の報告内容で「認定基準に不適合となったとき」等の場合はその年度まで。 ）

2年度目
以降毎年度

（計画期間中）

適合状況の報告

（自己評価（登録検証機

関の検証は必要なし））

都による認定基準適合
の把握

（「取組の程度」の状況変化等を確
認）

「トップレベル事業所の認定」
の継続、変更又は取消しを判断

申請期限
（９月末日まで）

報告期限
（６月末日まで）

申請は、特定地球温暖化対策事業所
（指定地球温暖化対策事業所の3年後）
の指定後から、毎年度可能
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認定ガイドライン P9

削減義務率の区分と適用する認定基準

基準排出量決定通知書に削減義務率の区分として示される
「第一区分事業所」又は「第二区分事業所」の区分ごとの認
定基準を用いる。

削減義務期間の開始年度に認定申請を行う場合には、特定
地球温暖化対策事業所の指定を受けた後、都に相談し、基
準排出量決定通知書の交付前に削減義務率の区分を確認
し、申請手続を開始する。
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※１ 評価書等の内容を検証後に修正する場合は、再検証を行う。
※２ 立入検査は、必要に応じて実施する。

認定ガイドライン P10

認定申請のフロー

東京都 認定申請事業所 登録検証機関

取組状況の確認
（自己評価）

検 証

・書類の確認
・現地の確認等

検証結果の報告認定基準適合の確認

認定の申請

トップレベル審査
委員会の意見聴取

認定の決定 削減義務率の減少

認定基準適合と判断

依頼
（４月以降）

認定の審査

申請
（９月末日まで）

※２
（立入検査への対応）

（現地確認への対応）

事業所名称等
の公表

※１

通知
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自己評価

 認定申請事業所は、認定基準に適合しているかどうか、自己評価を行う。

 自己評価に当たっては、認定ガイドラインに則り、評価書等を作成する。

 自己評価には、地球温暖化対策推進状況評価ツールを用いなければならない。

認定ガイドライン P11

自己評価

評価の対象

 Ⅰ 一般管理事項のうち3.1～3.2、3.4～3.7及び4.8の評価項目（区分Ⅱ
は3.5、3.7を除く）及びⅡ 設備及び建物の性能に関する事項は、申請の
前年度末時点の状況で評価する。

 Ⅰ 一般管理事項（3.1～3.2、3.4～3.7及び4.8の評価項目を除く。（区分
Ⅱは3.5、3.7を除く））及びⅢ 設備及び事業所の運用に関する事項（保
守に関係する部分を除く。）は、申請の前年度の年間実績で評価する。保
守に関する評価項目は、申請の前年度末日とそれに最も近い日との間
隔と、申請前年度末時点において明文化されている実施予定の間隔のう
ち、長い方の間隔を取組状況とする。ただし、実施予定が明文化されて
いない場合、間隔は実施無しとして評価を行う。
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認定ガイドライン P46（第一区分） P47（第二区分）

保守に関する評価項目の取組状況の判断の例

竣工 申請前年度末

３年間 ５年間

保守実施

①：保守の実績を確認する

②：申請前年度末時点での文書化された保守予定周期を確認する

４年間

③：①と②を比較して、取組状況の判断を行う

①は５年間、②は４年間。したがって、取組状況は５年間に１回となる。

直近の周期ではないので、保
守の実績として採用できない

直近の周期であるこちらを
保守の実績として採用する
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認定ガイドラインP14～

登録検証機関による検証

「トップ」、「準トップ」認定の申請を行いたいとき

「準トップ」から「トップ」に認定の変更を行いたいとき※１

認定後に用途、規模、エネルギー供給等の状況の変更の程
度が著しく、基準排出量の増加・削減義務率の区分の変更を
伴うとき

都から認定の変更又は取消しを受けた事業所が、

再び「トップ」、「準トップ」認定の申請を行いたいとき※2

※１ 取組状況が変化した評価項目等だけではなく、 全ての評価項目について検証が必要

※2 ただし、認定の変更又は取消しの通知があった翌年度に取組の程度が
認定時の取組の程度と変化がない状態に復元したときは、登録検証機関の
検証を添えずに申請することができる。
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認定ガイドラインP14

登録検証機関への依頼

※ 検証機関の登録申請ガイドラインより抜粋

 検証機関の親株式会社

 検証機関又は検証機関の親会社若しくは子会社が、事業者に対する
次の業務を実施している、又は検証業務を実施する過去3ヵ年に次の
業務を実施した事業者

(例) エネルギー利用に関するコンサルティング

認定申請事業所が行った地球温暖化の対策の推進の程度
に係る評価結果は、公平性、網羅的、正確性等を確保する
ことが求められる

認定申請事業所と著しい利害関係を有する登録検証機関
には検証の依頼ができないことに留意した上で、登録検証
機関の中から検証依頼先を選択しなければならない
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認定ガイドライン P14～17

検証の時期・検証の実施

検証の時期

 検証は4月から9月までの期間に実施する。

 規模、用途等によって検証に要する時間が異なるため、可能な限り
早期に検証を受けることが望ましい。

検証の実施

 検証は、次の点について、第三者の立場で確認する。
① 自己評価が、認定基準及び認定ガイドラインに従っているか。

② 建物概要、設備性能、エネルギー使用量等に関して、算定及び集計の
結果が適切であるか。

 検証は、証拠となる書類の確認、設備又は各室に関する現地での確
認、関係者へのヒアリングなどによって行われる。

 検証を円滑に執り行うため、事前に準備し、検証当日の登録検証機関
からの要求には速やかに対応する。
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：評価書の不修正
のフロー

：再検証のフロー

認定ガイドライン P18

検証のフロー

認定申請事業所 登録検証機関

申請

評価書等に不備・不明が
ある場合、修正の要求

評価書等に不備
・不明がない場合

検証機関の修正要求
に従わない場合

検証機関の修正要求
に従う場合

評価書等の提出

評価書の提出

修正箇所・内容の確認 検証の実施

評価書の修正

検証結果報告書の作成認定基準適合の確認

認定基準適合と判断

評価書の不修正

再検証

「都と要協議」

適 合
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認定ガイドライン P19

不備あり・不明の対応・再検証・評価書の不修正

不備あり・不明の対応

 登録検証機関は、評価書等の内容と取組状況の程度が、整合していない場合
又は整合していることが確認できない場合には、その誤りについて、認定申請
事業所に対し、評価書等を修正するよう求める。

再検証

 修正の要求に対して、評価書の内容と取組状況の程度の整合を確認するため
の証拠書類を作成した上で、評価書等を再提出する。

 検証で修正を求められた箇所に限定して修正し、他の箇所の修正は行わない。

 再検証は１つの検証対象事項につき２回まで。

評価書の不修正

 修正の要求に応じなかった場合、登録検証機関の検証結果には「不備あり」又
は「不明」が残り、「都との要協議事項」として報告される。

 検証結果報告書の検証結果は「東京都と要協議」となり、「東京都と要協議」の
内容を修正する前の総合得点及び不合格要件の数が記入される。
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認定ガイドライン P12,20

認定申請の時期・提出書類

認定申請の時期

 検証の結果、評価書の総合得点が認定水準を満足しているときは、９月末日※までに優良特定
地球温暖化対策事業所削減義務率減少申請書に、評価書等を添えて申請を行う。

 申請期間、申請方法等の詳細は、環境局のホームページに掲載する。

提出書類

1. 優良特定地球温暖化対策事業所削減義務率減少申請書（規則第１号様式の15）
2. 地球温暖化対策推進状況評価書（第一区分事業所、第二区分事業所）（第１号様式）
3. 地球温暖化対策推進状況に係る調書（第一区分事業所、第二区分事業所）（第２号様式）
4. 検証結果報告書（登録検証機関が作成したもの）
5. 検証結果詳細報告書（登録検証機関が作成したもの）
6. 検証チェックリスト（登録検証機関が作成したもの）
7. 検証機関が実地検証時に用いた手書きの調書の原本

（登録検証機関が作成したもの）
8. 認定申請事業所のCO2削減推進体制がわかる書類

（統括管理者、技術管理者及びエネルギー管理責任者の名前を明記する。）
9. 印鑑証明書

（他の手続において、既に提出されているものの提出者と同一である場合は省略可）
10.その他都が必要と認める書類（令和3年度実績における暫定取扱い項目一覧）
※ 2～6は電子データも提出する。
※10の暫定的取扱い項目一覧は暫定的取扱いで評価した場合。
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※１ 「認定時の認定基準、ガイドライン及びツール」を適用

（手続きに関しては最新のガイドラインを適用）

※２ 立入検査は、必要に応じて実施する。

認定ガイドライン P21

認定後の報告のフロー

東京都 優良特定地球温暖化対策
事業所

登録検証機関

認定基準適合の報告

提出
（６月末日まで）

自己評価 ※１

確 認

基準適合の審査

※２
（立入検査への対応）

（毎年度）

検証不要
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基準適合状況の報告
 認定申請の翌年度から削減義務期間の終了する年度まで、毎年度、基準への適合状

況について６月末日までに報告する。

報告の内容
 取組状況について自らで検証を行い、評価書を作成し、提出する。

 登録検証機関による検証の結果を添付する必要はない。

 前年度の評価書等の記載内容に変更がある場合は、変更部分の根拠書類を準備し、
調書を作成した上で、評価書とともに都へ提出する。

 報告をしない場合には、認定を取り消されることがある。

 認定申請年度の４月１日時点の認定基準及び本ガイドラインを適用し、自己評価等を
行う。

提出書類
1. 優良特定地球温暖化対策事業所適合状況報告書（第３号様式）

2. 地球温暖化対策推進状況評価書（第一区分事業所、第二区分事業所） （第１号様式）

3. 地球温暖化対策推進状況に係る調書（第一区分事業所、第二区分事業所） （第２号様式）

4. 認定申請事業所のCO2削減体制がわかる書類

5. その他都が必要と認める書類

※ 2,3は電子データも提出する。

認定ガイドライン P21,22

基準適合状況の報告・報告の内容・提出書類

（変更部分のみ）
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※１ 準トップレベル事業所がトップレベル事業所の認定申請を行う場合
※２ 取組状況の評価点の合計が認定時より下がり、かつ、総合得点が認定時の認定水準を満足

しないとき

認定ガイドライン P23,24

総合得点に変動がある場合のフロー

東京都 優良特定地球温暖化対策
事業所

登録検証機関

認定基準適合の報告審 査

認定の
継続、変更
又は取消し

通知
（認定の変更、
取消の場合）

自己評価

検 証

※１

以降、認定申請
フローと同じ

※２

削減義務率減少の
取消又は変更

認定が継続する場合は、
都からの通知はない
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認定ガイドライン P23,24

総合得点に変動がある場合の対応と認定の取扱い

準トップレベル事業所がトップレベル事業所の認定申請をする場合

 登録検証機関による検証の結果を添えて、改めて９月末までに認定申請を
行うことにより、トップレベル事業所の認定を受けることができる。

 ６月末の報告は不要であるが、トップレベル事業所の認定申請を行う旨を
届け出る。

 準トップレベル事業所に認定されている事業所がトップレベル事業所の
認定申請をする場合、認定申請年度のガイドラインを適用する。

認定の変更又は取消しがある場合

 報告の内容に虚偽又は錯誤があった場合は、都が修正を行うこともある。

 「トップ」から「準トップ」へ認定の変更の場合、優良特定地球温暖化対策事
業所認定（認定拒否）通知書（規則第１号様式の16）により、取消の場合は、
優良特定地球温暖化対策事業所認定取消通知書（規則第１号様式の17）
により、通知する。

 認定の変更又は取消に当たっては、認定の変更又は取消後の特例措置が
付される。（報告書の内容に虚偽又は錯誤がなかった場合に限る）
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2年度目以降の報告と認定の継続、認定の変更、取消

総合得点

取組状況の

評価点の合計※

上がる

・準トップ⇒80.0点以上

変化なし

・トップ⇒80.0点以上

・準トップ⇒70.0点以上

下がる

・トップ⇒80.0点未満

・準トップ⇒70.0点未満

上がる ・認定の継続

・「準トップ」→「トップ」
への変更申請も可能

（改めて登録検証機関
による検証が必要）

・認定の継続 ・認定の継続

変化なし

下がる

・「トップ」→「準トップ」
へ認定の変更

又は、認定の取消

※ 評価項目における取組状況の評価点の合計値について、2年度目以降の

報告と認定された年度の４月１日時点における当該合計値と比べたときをいう。
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認定ガイドライン P23,24,25

トップレベル事業所の認定の取消等に係る報告

報告事項

認定基準

事業所の取組状況の
報告

（自己検証）

都による認定基準適合の確認

（認定基準不適合の有無を

審査）

Ⅰ 一般管理事項 報告対象 審査対象

Ⅱ 事業所の建物及び
設備性能に関する事項

報告対象
建物・設備の大きな変更等を伴
う場合はこの項目も審査対象※ 

Ⅲ 事業所及び設備の
運用に関する事業

報告対象 審査対象

● 都は報告内容を確認し、運用対策の取組状況などを中心に認定基準に適合していな
いと認めるときは、認定を取り消す。

● 認定が取り消された場合（報告書の内容に虚偽又は錯誤がない場合に限る）であって
も、認定の変更又は取消の通知があった翌年度に取組の程度が認定時の取組の程度
と変化がない状態に復元したと都が認めるときは、再びトップレベル事業所等に認定さ
れる。なお、事業所の申請においては、登録検証機関による検証を受ける必要がない。

※ 制御機器が有効に機能しているか、設備改修に伴う設備性能の変更等は審査対象
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認定ガイドライン P26,27

基準排出量の増加の変更がある場合の対応と取扱い

認定申請継続の手続き

優良特定
地球温暖化対策

事業所

・基準排出量の変更
・継続して認定を希望

基準適合状況報告の提出

■登録検証機関の検証結果を添付
・設備の変更又は熱供給事業所における熱供給先面積の

変更の場合、必要なし
・評価書・調書に生じた変更部分のみ検証を行う

報告期限（9月末日まで）
※6月末日までの届出が必要

・適用する認定基準

・原則として、認定申請年度の4月1日時点の認定基準及び認定ガイドラインを適用

・評価の対象期間に変更があった場合の対応
・評価の対象年度の途中（当該変更部分の竣工日が7月1日以降）に変更があったときは、変更部分を評価に含め
ずに基準適合状況報告を行い、その翌年度の基準適合状況報告において評価の対象とすることが可能

・変更部分を評価に含めない場合、変更内容をまとめた書類の提出が必要



43
認定ガイドライン P26

基準排出量の変更後の報告

提出書類
（ア）優良特定地球温暖化対策事業所適合状況報告書（第３号様式）

（イ）地球温暖化対策推進状況評価書（第一区分事業所、第二区分事業所）（第１号様式）

（ウ）地球温暖化対策推進状況に係る調書（第一区分事業所、第二区分事業所）
（第２号様式）（変更部分のみ）

（エ）検証結果報告書（登録検証機関が作成したもの）

（オ）検証結果詳細報告書（登録検証機関が作成したもの）

（カ）検証チェックリスト（登録検証機関が作成したもの）

（キ）検証機関が実地検証時に用いた手書きの調書の原本（登録検証機関が作成したもの）

（ク）認定申請事業所のCO2削減体制がわかる書類

（統括管理者、技術管理者及びエネルギー管理責任者の名前を明記する。）

（ケ）印鑑証明書
（他の手続において、既に提出されているものの提出者と同一である場合は省略可）

（コ）その他都が必要と認める書類（令和3年度実績における暫定取扱い項目一覧）

※ （イ）、（ウ）、（エ）、（オ）及び（カ）については、書類に加え、電子データも提出するものとする。
ただし、（イ）及び（ウ）の電子データは検証を終了した最終の電子データとする。

※ 基準排出量の変更を伴わない場合は、翌年度の報告で対応する。

※（コ）の暫定的取扱い項目一覧は暫定的取扱いで評価した場合。
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認定ガイドライン P27

削減義務率の区分の変更がある場合の対応と取扱い

認定申請継続の手続き

再度、認定申請が必要

■登録検証機関の検証結果を添付

申請期限
（9月末日まで）

・適用する認定基準

・原則として、変更後の申請年度の4月1日時点の認定基準及び認定ガイドラインを適用

優良特定
地球温暖化対策

事業所

・削減義務率の区分に
変化が生じる見込み

・継続して認定を希望

※都に相談して削減義務率の区分に
ついて確認し、申請手続きを開始

・評価の対象期間に変更があった場合の対応
・評価の対象年度の途中（当該変更部分の竣工日が7月1日以降）に変更があったときは、変更部分を評価に含め
ずに基準適合状況報告を行い、その翌年度に認定申請を行うことが可能

・変更部分を評価に含めない場合、変更内容をまとめた書類の提出が必要
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認定ガイドライン P27,28

削減義務率の区分の変更後の認定申請

提出書類

（ア）優良特定地球温暖化対策事業所削減義務率減少申請書

（イ）地球温暖化対策推進状況評価書（第一区分事業所、第二区分事業所）（第１号様式）

（ウ）地球温暖化対策推進状況に係る調書（第一区分事業所、第二区分事業所）（第２号様式）

（エ）検証結果報告書（登録検証機関が作成したもの）

（オ）検証結果詳細報告書（登録検証機関が作成したもの）

（カ）検証チェックリスト（登録検証機関が作成したもの）

（キ）検証機関が実地検証時に用いた手書きの調書の原本
（登録検証機関が作成したもの）

（ク）認定申請事業所のCO2削減推進体制がわかる書類

（統括管理者、技術管理者及びエネルギー管理責任者の名前を明記する。）

（ケ）印鑑証明
（他の手続において、既に提出されているものの提出者と同一である場合は省略可）

（コ）その他知事が必要と認める書類（令和3年度実績における暫定取扱い項目一覧）

※ （ア）について、申請書が本年度のものであることを確認すること。
（前年度から申請書に様式変更を加えたため）

※ （イ）、（ウ）、（エ）、（オ）及び（カ）については、書類に加え、電子データも提出するもの とする。
ただし、（イ）及び（ウ）の電子データは検証を終了した最終の電子データとする。

※ 基準排出量の変更を伴わない場合は、翌年度の報告で対応する。
※ （コ）の暫定的取扱い項目一覧は暫定的取扱いで評価した場合。
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トップレベル事業所等の認定と認定の取消（例）

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

事業所の地球
温暖化対策の

取組状況

認定までの
流れ

削減義務率
軽減

取組が回復した年度から緩和認定年度から緩和

４～３月：良好 ４～３月：良好

取消を受けた年度まで緩和

翌年度4月から
本則どおりの義務率

（総合得点が当該認定水準
以下及び取組状況低下）

（認定申請時の取組状況
に回復）

１年で認定申請時の取組状況に回復
すれば削減義務率の軽減が継続する。

９月末まで

認
定
基
準
適
合
の
判
断

（検
証
結
果
添
付
）

10～３月 ６月末まで ６月末まで

報
告
（自
己
検
証
）

報
告
（自
己
評
価
）

７～３月

４～３月：大きく低下

認
定

認
定
取
消

７～３月

再
認
定
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４．地球温暖化対策推進状況評価書等の
概要
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評価書

第１号様式
その１～その15(第一区分)
その１～その30(第二区分)

評価書

第１号様式
その16～その22（第一区分）
その31～その40（第二区分）

調 書

第２号様式
その１～その13（第一区分）
その1～その14（第二区分）

作成方法 評価ツール 評価ツール
（複数管理者用）

評価ツール
（調書作成用シー
ト）

通常の場合 認定申請事業所
全体で作成

－
（作成不要）

認定申請事業所
全体で作成

複数エネルギー
管理責任者用を
用いる場合

エネルギー管理
責任者ごとに作成

認定申請事業所
全体で作成

エネルギー管理
責任者ごとに作成

認定ガイドライン P30

評価書等の全体構成

※ 評価書等の作成に当たっては、認定ガイドラインに則り、評価ツールを用いなけ
ればならない。
評価書と調書の記入要領、記入例については、それぞれの手引きを参照する。
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基本情報入力
シート

第１号様式
その７

（重み係数の決定）

認定ガイドライン P31～36

評価書等の概要

重み係数
シート

評価書
シート

第１号様式
その１

評価結果
シート

第１号様式
その３～その６ 評価結果貼付用

シート

（評価点の決定）

（重み係数の確認）

（複数管理者用使用時）
（評価結果の表示）

入力用シート

評価結果確認用シート

メイン
シート

第１号様式
その２

取組状況入力
シート

第１号様式
その8～その15

（基本情報・適用範囲
補正係数の表示）

調書作成用
シート

第2号様式
その１～その１３

調書作成用シート

（評価点・適用範囲補
正係数の決定）

評価書入力用シート

（第一区分）



メイン
シート

第１号様式
その２

取組状況入力
シート

第１号様式
その14～その22（共通）

その23～その26（工場他）
その27（上水道施設）

その28、29（下水道施設）
その30（廃棄物処理施設）

重み係数
シート

評価書
シート

第１号様式
その１

評価結果
シート

第１号様式
その４～その12

評価結果貼付用
シート

（重み係数の決定） （評価点の決定）

（重み係数の確認） （複数管理者用使用時）

（評価結果の表示）

入力用
シート

評価結果確認用シート

基本情報入力
シート

第１号様式
その13

認定ガイドライン P31～38

評価書・評価ツールの概要
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エネルギー
使用量総括表

シート
第１号様式

その３

（評価点・適用範囲補正
係数の決定）

調書作成用
シート

第2号様式
その１からその14

調書作成
用シート

評価書入力
用シート

（第二区分）
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複数管理者用
メイン
シート

第１号様式その19（区分Ⅰ）
その32（区分Ⅱ）

複数管理者用
評価結果

シート
第１号様式

その20～その24（区分Ⅰ）
その33～その40（区分Ⅱ）

評価結果貼付用
シート

複数管理者用
評価書
シート

第１号様式その18（区分Ⅰ）
その31（区分Ⅱ）

地球温暖化対策推進状況評価ツール
（エネルギー管理責任者ごとに作成）

地球温暖化対策推進状況評価ツール【複数管理者用】
（認定申請事業所全体で作成）

評価結果の
貼り付け

評価書入力用シート

評価結果確認用シート

認定ガイドライン P37,38（第一区分） P38～40(第二区分）

複数管理者用の評価書・評価ツールの概要
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認定ガイドライン P32

調書の概要

調書の位置づけ

調書は、評価書とともに提出する書類で、検証の対象となる。
（第２号様式その１～その13 (第一区分) 、その１～その14(第二区分)）

複数エネルギー管理責任者用を用いる場合は、エネルギー管理責
任者ごとが対象になる。

調書を作成する目的

① 認定申請事業所全体の設備機器等の容量や台数等を把握する。

② 認定申請事業所の主要設備のエネルギー使用量を把握し、エネルギー
消費先区分ごとのエネルギー使用量を想定する。 (第二区分)

③ 対象評価項目の取組状況の程度を把握する。

④ 検証を円滑に行う。
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認定ガイドライン P32

調書・調書作成用シートの一覧

様 式 分 類

○設備機器等に関するもの

第２号様式その１ 熱源機器
第２号様式その２ 冷却塔
第２号様式その３ 空調用ポンプ
第２号様式その４ 空調機 その１
第２号様式その５ 空調機 その２
第２号様式その６ パッケージ形空調機
第２号様式その７ ファン

第２号様式その８の１ 照明器具－標準入力
第２号様式その８の２ 照明器具－簡易入力

第２号様式その９ 変圧器
第２号様式その10 給水ポンプ
第２号様式その11 昇降機
第２号様式その12 冷凍・冷蔵設備

○集計

第２号様式その13 空調設備集計

（第一区分）



 左側に基本情報、右側に取組状況の程度を記入するように構成されている。

 取組状況の程度又は合計の欄の数値に基づき、第１号様式その７の基本情報と
なる数値や第１号様式その８からその15の取組状況の程度が、自動的に反映さ
れる。 第２号様式（優良特定地球温暖化対策事業所の認定ガイドライン（第一区分事業所））その８

空調用ポンプ

最も古い設備 2008 ～最も新しい設備 2008

No.31 No.32 No.33 No.30 － － Ⅱ3a.10 Ⅱ3a.11 Ⅱ3a.13 Ⅱ3a.14 Ⅱ3a.15 Ⅲ1a.12

空調２次

ポンプ

空調１次

ポンプ

冷却水

ポンプ

－ － － － － 0% 33% － 100% 82% 46% 0% 100% 100%

122.5kW 88.5kW 165.0kW 376.0kW 20台 0.0kW 122.5kW 163.0kW 122.5kW 100.5kW 40.5kW 0.0kW 122.5kW 163.0kW

1 2008 CDP-TR-1 ターボ冷凍機用冷却水ポンプ ○ 30.0 1

2 2008 CP-TR-1 ターボ冷凍機用冷水ポンプ ○ 15.0 1

3 2008 CDP-RB-1-3 直焚吸収冷温水機用冷却水ポンプ ○ 45.0 3

4 2008 CP-RB-1-3 直焚吸収冷温水機用冷温水ポンプ ○ 11.0 3

5 2008 CP-HEX-1 蓄熱槽冷水1次ポンプ ○ 22.0 1 ○ ○ ○

6 2008 CP-HEX-2 蓄熱槽冷水2次ポンプ ○ 18.5 1 ○ ○ ○

7 2008 CP-L-1,2 冷水低層系統2次ポンプ ○ 5.5 2 ○ ○ ○ ○ ○

8 2008 CP-H-1,2 冷水高層系統2次ポンプ ○ 18.5 3 ○ ○ ○ ○ ○ ○

9 2008 HP-L-1,2 温水低層系統2次ポンプ ○ 5.5 2 ○ ○ ○ ○ ○

10 2008 CHP-H-1-3 冷温水高層系統2次ポンプ ○ 15.0 3 ○ ○ ○ ○ ○ ○

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

（日本工業規格A列４番）

空調2次ポ
ンプの3台

以上に分

割又は小
容量ポンプ

空調1次ポ

ンプの台数

制御又はイ

ンバータに

よる変流量

制御

冷却水ポン

プの台数制

御又はイン

バータによ

る変流量

制御

Ⅱ3a.3

インバータ
制御

インバータ
制御の空

調用ポンプ

系統のバ
ルブ全開

空調2次ポ

ンプの台数

制御及びイ

ンバータに

よる変流量

制御

永久磁石

（IPM）

モータ

空調2次ポ

ンプの末端

差圧制御

JIS

高効率

モータ

種別

電動機

出力

（kW）

台数

合計

No
設置

年度
機器記号 機器名称

取組状況の程度
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認定ガイドライン P35,36

調書・調書作成用シートの概要

調書に記入した設備機器の『種別』や『使用用途』と各評価項目の
取組状況に不整合がある場合、セルが赤くなるように設定されている。

（第一区分）



認定ガイドライン P33

調書・調書作成用シートの一覧

様 式 分 類

○設備機器に関するもの

第２号様式その１ 蒸気ボイラー

第２号様式その２ 熱源機器

第２号様式その３ 冷却塔

第２号様式その４ 熱源ポンプ

第２号様式その５ 変圧器

第２号様式その６ エアコンプレッサー

第２号様式その７ 給水・排水処理設備

第２号様式その８ パッケージ形空調機 その１

第２号様式その９ パッケージ形空調機 その２

第２号様式その10 空調機 その１

第２号様式その11 空調機 その２

第２号様式その12 空調・換気用ファン

第２号様式その13 照明器具

第２号様式その14 昇降機

※該当する設備がある場合は必ず作成する。
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（第二区分）



 左側に基本情報、中央に取組状況の程度、右側にエネルギー使用量を記入する
ように構成されている。

 取組状況の程度又は合計の欄の数値に基づき、評価書へ自動的に反映される。
第２号様式（優良特定地球温暖化対策事業所の認定ガイドライン（第二区分事業所））その５

空調用ポンプ

No.2 No.3 No.4 No.1 － Ⅱ1b.5 Ⅱ1b.11 Ⅱ1b.12

空調２次

ポンプ

空調１次

ポンプ

冷却水

ポンプ

－ － － － － 100% 0% 100% 0% 0% － － － － －

88.0kW 148.0kW 220.0kW 456.0kW 12台 88.0kW 0.0kW 456.0kW 0.0kW 0.0kW － － 1,337MWh/年 200MWh/年 1,396MWh/年

1 ユーティリティ PCD-2-1 直焚吸収冷温水機用冷却水ポンプ ○ 55.0 3 ○ 3,000 1.00 495 495

2 ユーティリティ PC-2-1 直焚吸収冷温水機用冷水ポンプ ○ 37.0 3 ○ 3,000 1.00 333 333

3 ユーティリティ PCD-1-1 ターボ冷凍機用冷却水ポンプ ○ 55.0 1 ○ 4,000 1.00 220 220

4 ユーティリティ PC-1-1 ターボ冷凍機用冷水ポンプ ○ 37.0 1 ○ 4,000 1.00 148 148

5 ユーティリティ PC-1-1～3 冷水２次ポンプ ○ 22.0 4 ○ ○ 4,000 0.40 141 200 200

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

（日本工業規格Ａ列４番）

合計

空調1次ポ

ンプの台数

制御又は

インバータ

による変流

量制御

No 機器記号 機器名称

種別

電動機

出力

（kW）

台数

空調2次ポ

ンプの台数

制御及び

インバータ

による変流

量制御

エネルギー使用量

取組状況の程度

採用値

(MWh/年)

実測値

(MWh/年)

年間

稼働時間

（h/年）

負荷率
推計値

(MWh/年)

管理区分 永久磁石

（IPM）

モータ

JIS

高効率

モータ

Ⅱ1b.8

冷却水ポ

ンプの台数

制御又は

インバータ

による変流

量制御

認定ガイドライン P37,38

調書・調書作成用シートの概要
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（第二区分）

調書に記入した設備機器の『種別』や『使用用途』と各評価項目の
取組状況に不整合がある場合、セルが赤くなるように設定されている。
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５．評価書等の作成方法
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認定ガイドライン P39（第一区分） P41（第二区分）

評価書等の作成フロー

：複数エネルギー
管理責任者用を
用いる場合

（１） 必須項目の概略評価

（２） 評価項目の選択

（３） 根拠書類の準備

（４） 評価ツールへの入力

（５） 評価結果の確認

（１）’ 事業所全体での確認

（４）’ 評価ツール（複数管理者用）への入力

（６） 提出書類の作成
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認定ガイドライン P40（第一区分） P42（第二区分）

必須項目の概略評価・評価項目の選択

必須項目の概略評価

 評価書の作成には、かなりの時間と労力を要するため、最初に必須項目の概
略評価を行い、必須要件を満足しているかどうかを確認する。

 必須項目の取組状況の程度が、選択肢において最も低い取組状況である（概
ね評価点が０点の場合）数によっては、必須要件を満足しないため、認定を受
けることはできなくなる。

認定申請事業所全体での確認

 評価ツール（複数管理者用）を使用する場合、エネルギー管理責任者ごとに
必須項目の概略評価を行い、必須要件を満足しているかどうかを確認する。

評価項目の選択

 必須要件を満足している場合、又は現状の把握のために評価を行う場合は、
対象評価項目を選択する。

 あらかじめ対象評価項目を選択しておくことで、評価書の作成作業の軽減が
図れる。
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認定ガイドライン P40,41（第一区分） P42,43（第二区分）

提出書類の作成

根拠書類の準備

 調書の作成及び対象評価項目に関する根拠書類を準備する。
 複数エネルギー管理責任者用を用いる場合は、エネルギー管理区分ごとに、根

拠書類を準備し、根拠書類に基づき、調書を作成する。

評価ツールへの入力

 根拠書類に基づき、評価ツールを使用し、評価書及び調書を作成する。

 評価ツールのメインシート、基本情報シートの適用範囲補正係数に影響のある調
書の左側（基本情報）を先に入力し、重み係数を確認する。その後、取組状況入
力シート、調書の右側（取組状況の程度）を入力する。（第一区分）

 評価ツールのメインシート、エネルギー使用量総括表シート、基本情報入力シート
及び基本情報シートの適用範囲補正係数に影響のある調書の左側（基本情報）を
先に入力する。 （第二区分）

評価ツール（複数管理者用）への入力

 複数エネルギー管理責任者用を用いる場合は、エネルギー管理責任者ごとに評
価ツールを使用して評価書を作成し、それぞれの評価結果貼付用シートの結果を
評価ツール（複数管理者用）に値貼り付けとする。
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認定ガイドライン P41（第一区分） P43（第二区分）

評価結果の確認・提出書類の作成

評価結果の確認

 評価ツールへの入力が終了すると、自動的に総合得点が評価書シートに示される。

 認定申請事業所は、評価結果が認定基準を満足しているかどうかを確認する。

提出書類の作成

 評価結果が認定基準を満足している場合は、登録検証機関へ検証を依頼する。

 評価書は第１号様式その１から15までを、調書は第２号様式その１～その13（評価対象分のみ）
をそれぞれ順番に取りまとめる。(第一区分)

 評価書は第１号様式その１～その30（評価対象分のみ）までを、調書は第２号様式その１～その
30（評価対象分のみ）をそれぞれ順番に取りまとめる。（第二区分）

 複数エネルギー管理責任者用を用いる場合、評価書は第１号様式その16～その22を順番に綴
じた後に、第１号様式その１～その15を評価N0.の順番で綴じて取りまとめる。調書は第２号様式
その１～その13 （評価対象分のみ）を評価N0.の順番で綴じて取りまとめる。(第一区分)

 複数エネルギー管理責任者用を用いる場合、評価書は第１号様式その31～その40を順番に綴
じた後に、第１号様式その１～その30（評価対象分のみ）を評価N0.の順番で綴じて取りまとめる。
調書は第２号様式その１～その14 （評価対象分のみ）を評価N0.の順番で綴じて取りまとめる。
（第二区分）
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根拠書類について（１）

根拠書類の例
 調書作成用シートには、「床面積」・「窓面長さ等」・「誘導灯」・「衛生器具」・「オ

フィス機器」等、評価にあたり根拠となるシートがないため、調書以外で根拠
書類を作成する必要がある。

 当該根拠書類においては、詳細比率を算出しなくても、概ねの割合を証明で
きればよい。

（例１）床面積の根拠書類の作成

 Ⅱ1.2「自然通風を利用したシステムの導入」等の評価項目では主たる室用途の床面積
に対する導入割合を評価する。

 主たる用途：事務所、主たる室用途：事務室の場合

事務室基準階フロア数で計算
（概略計算・図の場合2フロア/5フロア＝40％）

事務室

事務室

事務室

事務室

事務室

事務室

事務室

事務室

事務室

事務室

自然通風が
導入されている室

2
フ
ロ
ア

5
フ
ロ
ア
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根拠書類について（２）

（例2）設備数量に係る根拠書類の作成

 Ⅱ3c.2「高輝度型誘導灯・蓄光型誘導灯の導入」、Ⅱ3d.2「大便器の節水器具の導入」、
Ⅱ3f.1「グリーン購入法適合商品のオフィス機器の導入」等の評価項目では省エネ型設
備の、全数量に対する割合を評価する。

 取組状況の程度は、評価点1：「80％以上に採用」、評価点0.5:「40％以上80％未満に採
用」、評価点0：「40％未満に採用又は採用なし」といったように詳細比率を問わず、3択
や4択となっている場合が多い。

 基準階を有する事業所にて、大便器の節水器具数の根拠書類を作成する場合

基準階での導入割合を確認し、全数の調査を行わない
（概略計算・図の場合、80％以上に採用）

男女WC・多目的ＷＣ

節水器具の数＝15
全器具数＝15
すなわち
基準階での導入割合
15×10フロア/
15×10フロア
＝150/150＝100％

男女WC・多目的ＷＣ

男女WC・多目的ＷＣ

男女WC・多目的ＷＣ

男女WC・多目的ＷＣ

男女WC・多目的ＷＣ

基準階以外の
全器具数
＝20

・・・

基
準
階
10
フ
ロ
ア

基準階以外の
節水器具の
導入割合に
係らず、明らかに
80%以上を満たす
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根拠書類について（3）

根拠書類の例
 調書作成用シートには「オフィス機器」・「自動販売機」・「生産・プラント・特殊

設備」・「上（下）水道施設」・「廃棄物処理施設」等、評価にあたり根拠となるシ
ートがないため、調書以外で根拠書類を作成する必要がある。

 根拠書類には、事業所にて保有している設備台帳や設備管理表等などをそ
のまま用いることが出来る。

SOUTH棟 CENTER棟 NORTH棟

1F 2F 1F 2F 1F 2F

ＷＨＥ－1 電気温水器（台下設置）

型 式 貯湯式 床置型 （先止式） 記号 器具名 品番 備  考

貯 湯 量 １２ L

動 力 １φ２００Ｖ－１．５Ｋｗ

付 属 品 標準付属品一式、ブロアキャッチ TOTO

減圧弁、逃がし弁、排水トラップ 洋風大便器 CES9786PWP （ネオレストＡＨ１）,YH63B,YES412R（女子のみ） 5 3 4 3 3 4 1 2 1 26

デジタルウィクリータイマー 洗浄便座一体形、スティックリモコン、２連紙巻器、擬音装置（女子のみ）  

設 置 場 所 (S棟）1F便所×8、 C-2 洋風大便器 XCH1101WST（Panasonic）,YH63B 1 1

(C棟）1F便所×8,2F飲食店便所×3 洗浄便座一体形、２連紙巻器  

(N棟）1F便所×7,2F便所×2 C-3 フラットカウンター多機能トイレパック XPDA7RS3111BBW（RESTROOM ITEM 01）,YMK52K,YKH22（２ヶ所） 1 1 1 3

台 数 （SC棟）19 台 自動フラッシュバルブ、タッチスイッチ、洗浄便座、手洗器、洗面器、汚物流し、紙巻器、鏡ｷｬﾋﾞﾈｯﾄ、  

（N棟）9 台 手すり、背もたれ、化粧鏡、フック（２ヶ所）  

 

U-1 センサー一体型小便器 UFS800CE 3 3 1 2 1 10

尿石抑制システムジアテクト  

 

L-1 洗面器 VR4334,CET900S,TS127BMN 3 3 3 2 3 3 2 1 1 21

洗面器・自動単水栓（CERA）、水石けん入れ  

L-2 洗面器 FG32235,TES131M　　　　　　　　カウンター 900J（DUPON）は建築工事 1 1

シングルレバーキッチン混合栓、オートソープ  

S-1 掃除流し SK22A,T23AE20,TK22,T37SGEP 1 1 1 1 1 5

掃除流し、給水栓、リムカバー、排水金具  

 

H-1 ハンドドライヤー TYC420W 1 1 1 1 1 1 1 1 8

高速両面タイプ  

B-1 ベビーシート YKA25 1 1 1 3

B-2 ベビーチェア YKA15 1 1 1 1 1 1 1 7

B-3 フィッティングボード YKA40 1 1 1 1 1 1 1 7

 

TE-1 大便器用Ｌ型手すり T112CL10 2 1 1 1 3 1 1 1 1 12

TE-2 小便器用手すり T112CU2 1 1 1 1 1 5

TE-3 洗面器用手すり T112CP5S  ×2本 1 1 1 1 1 1 1 1 1 9

 

F-1 キ－式カップリング付横水栓 T28KUNH13 1 1 1 17 20

(SUS製ﾎﾟｰﾙ型散水栓ﾎﾞｯｸｽ（錠ロック式）とも）  

 

 

（１）電源周波数は 50 Hz とする。 （１）特記無き型番はTOTOとする。

特 （５）国土交通省仕様とする。 特 （２）付属品一式を含む。

記 記

給湯設備

衛生機器表 衛生器具表

　
　
　
外
構

合
　
　
計

多
機
能
便
所
C
|
1

多
機
能
便
所
N
|
1

男
子
便
所
N
|
2

室
外
機
置
場
Ｎ

女
子
便
所
N
|
1

男
子
便
所
N
|
1

C-1

室
外
機
置
場
Ｃ

女
子
便
所
C
|
1

男
子
便
所
C
|
1

室
外
機
置
場
Ｓ

女
子
便
所
N
|
2

ベ
ビ
ー

ル
ー

ム
C
|
1

飲
食
店
便
所

女
子
便
所
S
|
1

多
機
能
便
所
S
|
1

男
子
便
所
S
|
1

設備台帳・管理表よりそのまま取組状況を算出



評価書等の作成上の留意点

 評価書・調書間の整合性の確認
⇒システム上の関連、用途別床面積・機器名称（系統名）・使用用途の関連などで不整合がないか

 重大な評価漏れの確認
⇒建物外皮、熱源機器、店舗の設備などの評価漏れがないか

 認定ガイドラインの判断の確認
⇒評価項目の間違った解釈により、正しく評価できていないものがないか

 単位換算の確認
⇒ガス、蒸気、熱量、エネルギー消費量などの単位が正しく換算できているか

 ガイドラインの判断基準が満足していないのに、評価していないか

 エネルギー消費先で、全体のバランスから見て大き過ぎる又は小さ過ぎるものがないか（区分Ⅱ）

 標準比率を使用していない場合、エネルギー消費先比率が妥当かどうか

 評価ツール（複数管理用）で評価できない事業所であるにもかかわらず、複数管理者用で評価してい
ないか

 評価が終了していない段階で検証機関に評価書と調書を提出していないか（実地調査時に不備が多
く、大幅に修正されている）
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６．認定基準、認定ガイドライン、
検証ガイドラインの主な改正内容



認定ガイドライン p75（区分Ⅰ）、p77（区分Ⅱ）

昨年度からの変更点

67

Ⅰ3.3 エネルギー消費先別の使用量把握に必要な計測・計量設備の導入
（区分Ⅰ、区分Ⅱ）

（区分Ⅰ、Ⅱ）

変更前 変更後

【検証チェック項目】
□電力量、燃料消費量及び熱量（地域冷
暖房）の一次エネルギー消費量が、別表
第２の換算係数で算定されているか。

【検証チェック項目】
□電力量、燃料消費量及び熱量（地域冷
暖房）の一次エネルギー消費量が、別表
第２の換算係数で”総量削減義務と排出
量取引制度における特定温室効果ガス排
出量算定ガイドライン”に記載されている
”都内の都市ガス事業者の単位発熱量”
や”電気及び熱の一次エネルギー換算係
数”に基づき算定されているか。



認定ガイドライン p102（区分Ⅰ）、p273（区分Ⅰ）、p301（区分Ⅱ）

昨年度からの変更点

68

Ⅱ2.2 風除室、回転扉等による隙間風対策の導入（区分Ⅰ）

Ⅲ1f.1 外部に面する出入口の開閉の管理（区分Ⅰ）

Ⅲ3e.1 空調空間と非空調空間の境にある出入口の開閉の管理（区分Ⅱ）

（区分Ⅰ、Ⅱ）

変更前 変更後

【取組状況の程度の選択又は記入に係る
判断基準】
※１：主たる動線の出入口とは、人の往来
がある非空調空間と空調空間の境にある
出入口（独立店舗、非常錠等により常に施
錠されているものを除く。）とする。

【取組状況の程度の選択又は記入に係る
判断基準】
※１：主たる動線の出入口とは、人の往来
がある非空調空間と空調空間の境にある
出入口（独立店舗、バルコニー、常時非常
錠等により常に施錠されているもの空間を
除く。）とする。



認定ガイドライン p105（区分Ⅰ）

昨年度からの変更点

69

Ⅱ2.4 ブラインドの日射制御及びｽｹｼﾞｭｰﾙ制御の導入（区分Ⅰ）

（区分Ⅰ）

変更前 変更後

【取組状況の程度の選択又は記入に係る
判断基準】
（１）主たる居室のいずれかにブラインドの
日射制御又はスケジュール制御が導入さ
れている場合は、以下の選択肢の中から
該当するものを選択する。

【検証チェック項目】
□主たる居室のいずれかにブラインドの
日射制御又はスケジュール制御が導入さ
れ、判断基準及び根拠書類と整合してい
るか。

【取組状況の程度の選択又は記入に係る
判断基準】
（１）主たる居室のいずれか内、主たる事
務室、教室等の50%以上にブラインドの日
射制御又はスケジュール制御が導入され
ている場合は、以下の選択肢の中から該
当するものを選択する。

【検証チェック項目】
□主たる居室のいずれか内、主たる事務
室、教室等の50%以上にブラインドの日射
制御又はスケジュール制御が導入され、
判断基準及び根拠書類と整合しているか。



認定ガイドライン p152（区分Ⅰ）、p179（区分Ⅱ）

昨年度からの変更点

70

Ⅱ3b.16 空調の最適起動制御の導入（区分Ⅰ）

Ⅱ2a.12 空調の最適起動制御の導入（区分Ⅱ）

（区分Ⅰ、Ⅱ）

変更前 変更後

【取組状況の程度の選択又は記入に係る
判断基準】
（１） 空調の最適起動制御※１が導入され
ている場合は、全空調機台数（24 時間空
調※2 部分、ファンコイルユニット、パッケー
ジ形空調機及び全熱交換器を除く。）に対
する割合を選択する。

【取組状況の程度の選択又は記入に係る
判断基準】
（１）空調の最適起動制御※１が導入されて
いる場合は、全空調機台数（24時間空
調※2部分、エレベーター機械室、電気室、
ファンコイルユニット、パッケージ形空調機
及び全熱交換器を除く。）に対する割合を
選択する。



認定ガイドライン p161（区分Ⅰ）

昨年度からの変更点

71

Ⅱ3b.25 潜熱・顕熱分離方式省エネ空調システムの導入（区分Ⅰ）

（区分Ⅰ）

変更前 変更後

【取組状況の程度の選択又は記入に係る
判断基準】
（１）ア 室内の顕熱を処理するために、顕
熱処理用空調機を設置し、冷凍機の出口
温度が12℃以上で製造された冷水が利用
されている。

※１：潜熱・顕熱分離方式省エネ空調シス
テムとは、顕熱処理を行う空調機と潜熱処
理を行う空調機を熱源系統も含めて分離
し、顕熱処理空調機等に中温冷水を利用
しているものとする。

【取組状況の程度の選択又は記入に係る
判断基準】
（１）ア 室内の顕熱を処理するために、顕
熱処理用空調機を設置し、空調機で冷凍
機の出口温度が12℃以上で製造された冷
水が利用されている。

※１：潜熱・顕熱分離方式省エネ空調シス
テムとは、顕熱処理を行う空調機と潜熱処
理を行う空調機を熱源系統も含めて分離
し、た顕熱処理空調機等に中温冷水を利
用しているものとする。



認定ガイドライン p173（区分Ⅰ）

昨年度からの変更点

72

Ⅱ3c.1 高効率照明器具の導入（区分Ⅰ）

（区分Ⅰ）

変更前 変更後

【取組状況の程度の選択又は記入に係る
判断基準】
（７）簡易入力を用いる場合の消費電力は、
床面積当たりの消費電力とし、ランプ又は
配線を抜いている場合は抜く前の状態の
もの、調光可能な照明器具は調光してい
ない時のものとする。主たる室用途ごとに
平均的な消費電力の範囲を設定して算定
する。また、物販店舗等で照明パターンが
複数ある場合の消費電力に、最も床面積
の大きいものの消費電力を用いる場合も
同様とする。

【取組状況の程度の選択又は記入に係る
判断基準】
（７）簡易入力を用いる場合の消費電力は、
床面積当たりの消費電力とし、ランプ又は
配線を抜いている場合は抜く前の状態の
もの、調光可能な照明器具は調光してい
ない時のものとする。主たる室用途ごとに
平均的な消費電力の範囲を設定して算定
するしてもよい。また、物販店舗等で照明
パターンが複数ある場合の消費電力に、
最も床面積の大きいものの消費電力を用
いる場合も同様とする。



認定ガイドライン p192（区分Ⅰ）、p196（区分Ⅱ）

昨年度からの変更点

73

Ⅱ3c.16 照明の局所制御の導入（区分Ⅰ）

Ⅱ2b.5 照明の局所制御の導入（区分Ⅱ）

（区分Ⅰ、Ⅱ）

変更前 変更後

【取組状況の程度の選択又は記入に係る
判断基準】
※１：局所制御とは、執務者個別の机上面
など細かな区画を対象とした局所照明を
執務者等自身が個別に制御するものとし、
照明器具に付いたひも等による器具ス
イッチ（タスクライトは対象外とする。）、又
は室スイッチ（空間単位で最低１つ以上に
限る。）を対象とする。

【取組状況の程度の選択又は記入に係る
判断基準】
※１：局所制御とは、執務者個別の机上面
など細かな区画を対象とした局所照明を
執務者等自身が個別に制御するものとし、
事務室、廊下は照明器具に付いたひも、リ
モコン等による器具１台ごとのスイッチ（タ
スクライトは対象外とする。）、又は便所、
湯沸室は室スイッチ（空間単位で最低１つ
以上に限る。）を対象とする。



認定ガイドライン p211（区分Ⅰ）、p214（区分Ⅱ）

昨年度からの変更点

74

Ⅱ3f.1 グリーン購入法適合商品のオフィス機器の導入（区分Ⅰ）

Ⅱ2e.1 グリーン購入法適合商品のオフィス機器の導入（区分Ⅱ）

（区分Ⅰ、Ⅱ）

変更前 変更後

【取組状況の程度の選択又は記入に係る
判断基準】
（１）コピー機、パソコン、プリンター、ファク
シミリ及び冷蔵庫に、グリーン購入法適合
商品※１のオフィス機器が導入されている
場合は、オフィス機器全台数（建築主及び
総量削減義務の対象者の使用分に限
る。）に対する割合を選択する。

【取組状況の程度の選択又は記入に係る
判断基準】
（１）コピー機、パソコン、プリンター、ファク
シミリ及び冷蔵庫に、グリーン購入法適合
商品※１のオフィス機器が導入されている
場合は、オフィス機器全台数（建築主及び
総量削減義務の対象者の使用分に限
る。）に対する割合を選択する。



認定ガイドライン p224（区分Ⅰ）、p246（区分Ⅱ）

昨年度からの変更点

75

Ⅲ1a.5 部分負荷時の熱源運転の適正化（区分Ⅰ）

Ⅲ1b.8 部分負荷時の熱源運転の適正化（区分Ⅱ）

（区分Ⅰ、Ⅱ）

変更前 変更後

【取組状況の程度の選択又は記入に係る
判断基準】
（１）エ 熱負荷と熱源機器の運転パターン
の相関がわかる書類が作成されている。

【取組状況の程度の選択又は記入に係る
判断基準】
（１） エ 熱負荷と熱源機器の運転パターン
の相関がわかる書類※が作成されている。

※：熱負荷と熱源機器の運転パターンの
相関がわかる書類とは、各熱源群におい
て、部分負荷時（中間期、夜間、休日等）
の時刻別熱負荷（冷熱量及び温熱量）に
対する各熱源機器の運転状況と、定格能
力又は最高効率点の能力の関係がわか
るものとする。



認定ガイドライン p226（区分Ⅰ）、p247（区分Ⅱ）

昨年度からの変更点

76

Ⅲ1a.6 部分負荷時の空調用ポンプ運転の適正化（区分Ⅰ）

Ⅲ1b.9 部分負荷時の空調用ポンプ運転の適正化（区分Ⅱ）

（区分Ⅰ）

変更前 変更後

【取組状況の程度の選択又は記入に係る
判断基準】
（１）エ 熱負荷と空調２次ポンプの運転台
数の相関がわかる書類が作成されている。

【取組状況の程度の選択又は記入に係る
判断基準】
（１）エ 熱負荷と空調２次ポンプの運転台
数の相関がわかる書類※３が作成されてい
る。

※３：熱負荷と空調２次ポンプの運転台数
の相関がわかる書類とは、各空調２次ポン
プ群において、部分負荷時（中間期、夜間、
休日等）の時刻別熱負荷（冷熱量及び温
熱量）に対する空調２次ポンプの運転台数
と、定格能力又は最高効率点の能力の関
係がわかるものとする。



認定ガイドライン p232（区分Ⅱ）

昨年度からの変更点

77

Ⅲ1a.3 部分負荷時の蒸気ボイラー運転の適正化（区分Ⅱ）

（区分Ⅱ）

変更前 変更後

【取組状況の程度の選択又は記入に係る
判断基準】
（１）ウ 蒸気量、蒸気圧力又は燃料消費量
と蒸気ボイラーの運転パターンの相関が
わかる書類が作成されている。

【取組状況の程度の選択又は記入に係る
判断基準】
（１）ウ 蒸気量、蒸気圧力又は燃料消費量
と蒸気ボイラーの運転パターンの相関が
わかる書類※が作成されている。

※蒸気量、蒸気圧力又は燃料消費量と蒸
気ボイラーの運転パターンの相関がわか
る書類とは、蒸気ボイラー群において、部
分負荷時（中間期、夜間、休日等）の時刻
別負荷に対する各蒸気ボイラーの運転状
況と、定格能力又は最高効率点の能力の
関係がわかるものとする。



認定ガイドライン p257（区分Ⅱ）

昨年度からの変更点

78

Ⅲ1e.3 部分負荷時のエアコンプレッサー運転の適正化（区分Ⅱ）

（区分Ⅱ）

変更前 変更後

【取組状況の程度の選択又は記入に係る
判断基準】
（１）ウ 圧縮空気量、圧力等とコンプレッ
サーの運転台数の相関が分かる書類が作
成されている。

【取組状況の程度の選択又は記入に係る
判断基準】
（１）ウ 圧縮空気量、圧力等とコンプレッ
サーの運転台数の相関が分かる書類※２

が作成されている。

※２：圧縮空気量、圧力等とコンプレッ
サーの運転台数の相関が分かる書類とは、
各エアコンプレッサー群において、部分負
荷時（中間期、夜間、休日等）の時刻別負
荷に対するエアコンプレッサーの運転台
数と、定格能力又は最高効率点の能力の
関係がわかるものとする。



認定ガイドライン p248（区分Ⅰ）、p284（区分Ⅱ）

昨年度からの変更点

79

Ⅲ1b.12 エレベーター機械室・電気室の室内設定温度の適正化（区分Ⅰ）

Ⅲ3a.5 エレベーター機械室・電気室の室内設定温度の適正化（区分Ⅱ）

（区分Ⅰ、Ⅱ）

変更前 変更後

【評価項目の概要と特徴】
追記

【評価項目の概要と特徴】
（３）特高受変電室内にＵＰＳ・蓄電池等が
設置されており、それらを保護するために
対象機器の周辺温度を低くしなければな
らない場合、それらを間仕切り等で囲い、
局所的に冷却することで、電気室の室内
設定温度の適正化が可能となる。



認定ガイドライン p255（区分Ⅰ）

昨年度からの変更点

80

Ⅲ1c.1 居室以外の照度条件の緩和（区分Ⅰ）

（区分Ⅰ）

変更前 変更後

【取組状況の程度の選択又は記入に係る
判断基準】
（２）間引き点灯又は調光等による照度条
件の緩和とは、次のアからイまでのいずれ
かに該当する場合を対象とする。イの場合、
該当した主たる室用途はその床面積の全
てで実施とする。

【取組状況の程度の選択又は記入に係る
判断基準】
（２）間引き点灯又は調光等による照度条
件の緩和とは、次のアからイまでのいずれ
かに該当する場合を対象とする。イの場合、
該当した主たる室用途はその床面積の全
てで実施とする。



認定ガイドライン p301（区分Ⅰ）

昨年度からの変更点

81

トップレベル事業所等認定における東京都版ＰＵＥ値の取扱いについて（区分Ⅰ）

（区分Ⅰ）

変更前 変更後

６ 検証資料
（４）測定値の確認書類（電力会社検針表
又は請求書、購買伝票、実測数値一覧表
等の元データ）

６ 検証資料
（４）測定値の確認書類（電力会社検針表
又は請求書、購買伝票、使用実績の記録、
実測数値一覧表等の元データ）



認定ガイドライン p53（区分Ⅱ）

昨年度からの変更点

82

第三部 第2章 ２（2）イ（区分Ⅱ）

（区分Ⅱ）

変更前 変更後

第2章 ２（2）イ エネルギー使用量
エネルギー使用量は、事業所全体合計の
欄の数値と合計の欄の数値が一致するよ
うに記入する。

削除



平成30～令和３年度認定事業所の令和４年度報告
報告期限 ６月末

令和４年度認定申請
申請期限 トップ・準トップ：９月末

認定通知 来年春頃を予定

令和４年度トップレベル事業所関係の主な予定
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ご質問等について

トップレベル事業所に関する質問シートを準備してお
ります。右の質問シートを

https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/climate/larg

e_scale/faq/question_download.html

よりダウンロードし、下記送付先にお送りください。

・送付先

Eメールの場合：toplevel@ml.metro.tokyo.jp
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説明会資料・ガイドライン・認定基準等について

東京都ホームページにて説明会資料及び認定基準、ガイドライン等を公開しております。
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URL QRコード

東京都環境局ツイッター

https://twitter.com/tochokankyo

優良特定地球温暖化対
策事業所の認定基準
（第一区分事業所）

https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/clim
ate/large_scale/rules/cat9740.files/3Ki_to
plevel_kijun_kubun1_202204.pdf

優良特定地球温暖化対
策事業所の認定基準
（第二区分事業所）

https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/clim
ate/large_scale/rules/cat9740.files/3Ki_to
plevel_kijun_kubun2_202204.pdf

第三計画期間版認定基
準の改定のポイント
第三計画期間版ガイドラ
インの改定内容 等

https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/clim
ate/large_scale/meeting/h31/200200a201
90404094641231.html#cms2

https://twitter.com/tochokankyo
https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/climate/large_scale/rules/cat9740.files/3Ki_toplevel_kijun_kubun1_202204.pdf
https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/climate/large_scale/rules/cat9740.files/3Ki_toplevel_kijun_kubun2_202204.pdf
https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/climate/large_scale/meeting/h31/200200a20190404094641231.html#cms2


説明会資料・ガイドライン・認定基準等について

東京都ホームページにて説明会資料及び認定基準、ガイドライン等を公開しております。
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URL QRコード

優良特定地球温暖化対策事
業所の認定ガイドライン
（第一区分）

https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.j
p/climate/large_scale/rules/cat9740.
files/3kiGL_toplevel_nintei_kubun1_20
2204.pdf

優良特定地球温暖化対策事
業所の認定ガイドライン
（第二区分）

https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.j
p/climate/large_scale/rules/cat9740.
files/3kiGL_toplevel_nintei_kubun2_20
2204.pdf

第一区分事業所向けトップレ
ベル事業所の資料・ツール類
（ツール、記入例、手引き）

https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.j
p/climate/large_scale/toplevel/categ
ory_01.html#ツール

第二区分事業所向けトップレ
ベル事業所の資料・ツール類
（ツール、記入例、手引き）

https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.j
p/climate/large_scale/toplevel/categ
ory_02.html#ツール

https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/climate/large_scale/rules/cat9740.files/3kiGL_toplevel_nintei_kubun1_202204.pdf
https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/climate/large_scale/rules/cat9740.files/3kiGL_toplevel_nintei_kubun2_202204.pdf
https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/climate/large_scale/toplevel/category_01.html#ツール
https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/climate/large_scale/toplevel/category_02.html#ツール

